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概 要



１ 令和４年度都民経済計算推計結果のポイント 

（１）生産の状況
令和４年度の都内の各生産活動（名目）による財貨・サービスの売上高等である「産出額」

は 213 兆３千億円となり、うち、原材料等として「中間投入」93 兆１千億円が使用され、差

引きで「都内総生産」は 120 兆２千億円となった。 

このうち、生産設備等の「固定資本減耗」は 24 兆２千億円となり、間接税から補助金を引

いた「純間接税」７兆円が政府に支払われ、差引きで「都内要素所得」は 89 兆円となった。

ここから、「都内雇用者報酬」56 兆５千億円が都内で働く雇用者に対する給料等として支払わ

れた結果、各産業における企業の取り分である「営業余剰・混合所得」は 32 兆 5 千億円とな

った。 

（２）分配の状況
生産活動の結果として生じた都内要素所得のうち、都外居住の雇用者への給料の支払等で

ある「都外からの要素所得（純）」は４兆３千億円、都民に分配された都内居住の雇用者と都

内所在の企業等の「都民所得」は 84 兆７千億円となった。 

この内訳は、都内居住の雇用者の受け取った給料等である「都民雇用者報酬」が 41 兆７千

億円、企業部門以外の家計、地方政府等が受け取った利子・配当・地代等である「財産所得」

が８兆７千億円、「営業余剰・混合所得」に利子・配当等の受払を加えた後の「企業所得」が

34 兆３千億円となった。 

（３）支出の状況
各生産活動によって生み出された「都内総生産」120 兆２千億円のうち、家計等の消費であ

る「民間最終消費支出」として 47 兆 3 千億円、地方政府等の消費である「地方政府等最終消

費支出」として８兆６千億円、企業の設備投資や政府の社会資本投資等からなる「都内総資

本形成」として 24 兆５千億円が、都民によって支出された。「都内総生産」の残りの 39 兆８

千億円は、都外への移出から都外からの移入を差し引いた「純移出」として、都外の家計や

企業、中央政府等によって支出された。 

図１ ⽣産・分配・⽀出の相互関連（令和４年度） 
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表１ 経済活動別都内総⽣産（名⽬） 表２ 経済活動別都内総⽣産（実質︓連鎖⽅式）

（単位：10億円、％） （平成27暦年連鎖価格） （単位：10億円、％）

実数 増加率 実数 増加率

1．農林水産業 39.2 10.4 1．農林水産業 33.8 6.0

 2．鉱業 42.8 14.9  2．鉱業 25.2 - 21.1

 3．製造業 8,812.2 6.9  3．製造業 8,560.1 2.3

 4．電気・ガス・水道・廃棄物処理業 1,804.7 5.7  4．電気・ガス・水道・廃棄物処理業 1,703.6 6.0

 5．建設業 4,642.3 0.2  5．建設業 4,262.9 - 0.4

 6．卸売・小売業 25,913.4 6.0  6．卸売・小売業 22,487.5 0.4

 7．運輸・郵便業 4,119.7 19.4  7．運輸・郵便業 3,877.4 21.1

 8．宿泊・飲食サービス業 1,969.8 17.8  8．宿泊・飲食サービス業 1,800.8 14.9

 9．情報通信業 13,962.4 3.6  9．情報通信業 14,523.1 6.7

10．金融・保険業 9,629.0 8.9 10．金融・保険業 10,600.5 8.7

11．不動産業 15,216.9 2.4 11．不動産業 14,958.4 2.8

12．専門・科学技術、業務支援サービス業 14,838.1 4.7 12．専門・科学技術、業務支援サービス業 13,401.9 5.2

13．公務 4,348.9 0.3 13．公務 4,170.8 0.9

14．教育 2,923.3 1.0 14．教育 2,928.5 3.8

15．保健衛生・社会事業 7,621.7 0.8 15．保健衛生・社会事業 7,756.6 2.8

16．その他のサービス 4,655.7 6.5 16．その他のサービス 4,315.3 3.8

17．小計 120,540.1 5.1 17．小計 115,163.3 4.1

18．輸入品に課される税・関税 1,145.1 15.4 18．輸入品に課される税・関税 724.2 - 8.3

19．(控除)総資本形成に係る消費税 1,465.3 12.2 19．(控除)総資本形成に係る消費税 1,060.6 6.7

20．都内総生産 120,219.9 5.1 20．都内総生産 114,807.7 3.9

注）連鎖方式では加法整合性が成り立たないため、総数と

内訳の合計とは一致しない。

項 目 項 目
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表３ 都⺠所得・都⺠可処分所得の分配（名⽬） 表４ 都内総⽣産（⽀出側、名⽬）

（単位：10億円、％） （単位：10億円、％）

1. 41,726.3 4.1 1. 47,280.3 6.9

2. 8,728.6 - 13.3 (1) 45,663.4 7.0

(1)一般政府（地方政府等） 28.1 36.4 (2) 1,616.9 5.1

(2)家計 8,645.0 - 13.5 2. 8,645.7 3.7

(3)対家計民間非営利団体 55.4 14.4 3. 24,454.4 16.3

3. 34,290.7 13.8 (1) 23,152.2 7.7

(1)民間法人企業 26,508.3 14.9 a 20,644.0 8.5

(2)公的企業 2,573.2 44.6 (a) 住宅 3,835.5 1.3

(3)個人企業 5,209.2 - 1.1 (b) 企業設備 16,808.5 10.2

b 2,508.2 2.1

(2) 1,302.1 ―

5.
3,849.5 1.8

4.
39,839.6 - 2.4

5. 120,219.9 5.1

- 4,301.7 7.0

7. 経常移転（純） - 14,458.2 - 35.8 115,918.3 5.6
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74,136.9 1.0
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項 目 実　数
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表５ 都内総⽣産（⽀出側、実質︓連鎖⽅式）

（平成27暦年連鎖価格） （単位：10億円、％）

1. 44,778.3 3.7

(1) 43,220.1 3.8

(2) 1,557.7 2.4

2. 8,451.3 2.2

3. 22,090.4 10.9

(1) 20,982.9 3.1

a 18,779.3 3.9

(a) 住宅 3,217.7 - 3.6

(b) 企業設備 15,592.3 5.7

b 2,212.9 - 2.5

(2) 1,091.4 ―

4.
39,487.7 1.0

5. 114,807.7 3.9

注）連鎖方式では加法整合性が成り立たないため、総数と内訳の合計とは一致しない。
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２ 令和４年度の都経済の動き 

 

（１）経済活動別都内総生産（名目） 

経済活動別都内総⽣産（名⽬） 120兆2千億円 （前年度︓114兆4千億円） 

                         増加率5.1％ 

                          （名⽬経済成⻑率） 

令和４年度の経済活動別都内総生産（名目）は120兆2199億円で、前年度の114兆4195億円か

ら5.1％増となった。〔図２、P.36～37、P.38～39、P.66～67〕 

都内総生産を経済活動別にみると、卸売・小売業（増加率6.0％、寄与度1.3％）、金融・保

険業（増加率8.9％、寄与度0.7％）、運輸・郵便業（増加率19.4％、寄与度0.6％）などが増

加した。〔図２、P.36～37、P.38～39〕 

経済活動別の内訳では、卸売・小売業（25兆9134億円、構成比21.6％）が最も大きく、次い

で、不動産業（15兆2169億円、構成比12.7％）、専門・科学技術、業務支援サービス業（14兆

8381億円、構成比12.3％）の順であった。〔図３、P.36～37、P.40～41〕 

 

図２ 都内総⽣産（名⽬）の対前年度増加率・経済活動別寄与度 
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図３ 都内総⽣産（名⽬）の経済活動別内訳と対全国⽐ 
  

 

 

（左目盛り 兆円） 都内総生産（名目）の経済活動別内訳（金額） 

 

注) 経済活動別内訳は、「輸入品に課される税・関税」及び「（控除）総資本形成に係る消費税」を含まない金額のため、そ

の合計は「都内総生産」とは一致しない。 
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総生産額（名目）の経済活動別構成比を全国＝１とする特化係数でみると、情報通信業が

2.36、金融・保険業が1.75、卸売・小売業が1.49などとなっており全国を上回っている。一方、

農林水産業が0.03、鉱業・製造業が0.38、電気・ガス・水道・廃棄物処理業が0.62などとなっ

ており、全国を下回っている。〔図４、表６〕 

 

図４ 経済活動別都内総⽣産（名⽬）の特化係数（全国＝１） 

 

     注) 特化係数は、１に近いほど全国の経済活動別構成割合に近いことを示し、１より大きい場合は、都におけるその経

済活動のウェイトが全国に比べて大きく、その経済活動に特化していることを意味している。具体的には、次式によ

り算出する。 
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表６ 総⽣産額（名⽬）の経済活動別構成⽐（東京都、全国）及び特化係数（全国＝１） 

 
注） 経済活動別構成比の分母には、「輸入品に課される税・関税」及び「（控除）総資本形成に係る消費税」を含まな

い「小計」を使用しているため、統計表や文中の数値とは一致しない。 

  

経　済　活　動 東京都（％） 全国（％） 特化係数

 1.農林水産業 0.03 1.02 0.03

 2.鉱業・製造業 7.35 19.44 0.38

 3.電気・ガス・水道・廃棄物処理業 1.50 2.41 0.62

 4.建設業 3.85 5.25 0.73

 5.卸売・小売業 21.50 14.41 1.49

 6.運輸・郵便業 3.42 4.74 0.72

 7.宿泊・飲食サービス業 1.63 1.60 1.02

 8.情報通信業 11.58 4.90 2.36

 9.金融・保険業 7.99 4.57 1.75

10.不動産業 12.62 11.65 1.08

11.専門・科学技術、業務支援サービス業 12.31 9.12 1.35

12.公務 3.61 5.19 0.69

13.教育 2.43 3.46 0.70

14.保健衛生・社会事業 6.32 8.34 0.76

15.その他のサービス 3.86 3.88 1.00
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（２）経済活動別都内総生産（実質：連鎖方式）

経済活動別都内総⽣産（実質︓連鎖⽅式）114兆8千億円（前年度︓110兆4千億円） 

増加率3.9％ 

 （実質経済成⻑率） 

令和４年度の経済活動別都内総生産（実質：連鎖方式）は114兆8077億円で、前年度の110兆

4470億円から3.9％増となった。〔図５、P.42～43、P.44～45、P.66～67〕 

都内総生産を経済活動別にみると、情報通信業（増加率6.7％、寄与度0.8％）、金融・保険

業（増加率8.7％、寄与度0.8％）、運輸・郵便業（増加率21.1％、寄与度0.6％）などが増加

する一方、建設業（増加率△0.4％、寄与度△0.02％）が減少した。〔図５、P.42～43、P.44

～45〕 

経済活動別の内訳では、卸売・小売業（22兆4875億円）が最も大きく、次いで、不動産業（14

兆9584億円）、情報通信業（14兆5231億円）の順であった。〔図６、P.42～43〕

図５ 都内総⽣産（実質︓連鎖⽅式）の対前年度増加率・経済活動別寄与度 
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図６ 都内総⽣産（実質︓連鎖⽅式）の経済活動別内訳 

 
注) 経済活動別内訳は、「輸入品に課される税・関税」及び「（控除）総資本形成に係る消費税」を含まない金額のため、そ

の合計は「都内総生産」とは一致しない。 
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（３）都民所得・都民可処分所得の分配（名目） 

   都⺠所得（要素費⽤表⽰） 84兆7千億円 （前年度︓80兆3千億円） 

増加率5.6％ 

令和４年度の都民所得（要素費用表示）は84兆7456億円で、前年度の80兆2758億円から5.6

％増となった。〔図７、P.50～51、P.52～53、P.66～67〕  

都民所得（要素費用表示）の内訳をみると、都民雇用者報酬が41兆7263億円（増加率4.1％、

寄与度2.0％）、財産所得（非企業部門）が8兆7286億円（増加率△13.3％、寄与度△1.7％）、

企業所得が34兆2907億円（増加率13.8％、寄与度5.2％）となった。〔図７、図８、P.50～51、

P.52～53〕 

また、都民所得に占める都民雇用者報酬の比率を示す「労働分配率」は前年度の49.9％から

49.2％に減少した。〔図８、P.54～55〕 

  

図７ 都⺠所得（要素費⽤表⽰、名⽬）の対前年度増加率と項⽬別寄与度 
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図８ 都⺠所得（要素費⽤表⽰、名⽬）の項⽬別内訳と労働分配率 

 

（左目盛り 兆円） 都民所得（要素費用表示、名目）の項目別内訳（金額）

注) 労働分配率は、生産活動によって生み出された付加価値のうち労働者がどの程度受け取ったかを示すもので、都民所

得（要素費用表示）に占める都民雇用者報酬の比率で表す。具体的には、次式により算出する。

労働分配率＝ 
都民雇用者報酬

都民所得（要素費用表示）

都民雇用者報酬 財産所得 企業所得

労働分配率（右目盛り  ％ ） 
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（４）都内総生産（支出側、名目）

都内総⽣産（⽀出側、名⽬） 120兆2千億円  （前年度︓114兆４千億円） 

増加率5.1％ 

令和４年度の都内総生産（支出側、名目）は120兆2199億円で、前年度の114兆4195億円から

5.1％増となった。〔図９、P.56～57、P.66～67〕 

都内総生産（支出側、名目）を需要項目別にみると、民間最終消費支出（増加率6.9％、寄

与度2.7％）、都内総資本形成（増加率16.3％、寄与度3.0％）、地方政府等最終消費支出（増

加率3.7％、寄与度0.3％）が増加する一方、財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突

合（増加率△2.4％、寄与度△0.9％）が減少した。〔図９、P.56～57〕 

需要項目別の内訳では、民間最終消費支出（47兆2803億円、構成比39.3％）が最も大きく、

次いで、財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合（39兆8396億円、構成比33.1％）、

都内総資本形成（24兆4544億円、構成比20.3％）、地方政府等最終消費支出（８兆6457億円、

構成比7.2％）の順であった。〔図10、P.56～57、P.58～59〕 

図９ 都内総⽣産（⽀出側、名⽬）の対前年度増加率・需要項⽬別寄与度 
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図10 都内総⽣産（⽀出側、名⽬）の需要項⽬別内訳 
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（５）都内総生産（支出側、実質：連鎖方式）

都内総⽣産（⽀出側、実質︓連鎖⽅式） 114兆８千億円   （前年度︓110兆４千億円） 

 増加率3.9％

令和４年度の都内総生産（支出側、実質：連鎖方式）は114兆8077億円で、前年度の110兆4470

億円から3.9％増となった。〔図11、P.60～61、P.66～67〕

都内総生産（支出側、実質：連鎖方式）を需要項目別にみると、民間最終消費支出（増加率

3.7％、寄与度1.5％）、都内総資本形成（増加率10.9％、寄与度2.0％）、地方政府等最終消

費支出（増加率2.2％、寄与度0.2％）、財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合・

開差（増加率1.0％、寄与度0.4％）が増加した。〔図11、P.60～61〕 

需要項目別の内訳では、民間最終消費支出（44兆7783億円）が最も大きく、次いで、財貨・

サービスの移出入（純）・統計上の不突合・開差（39兆4877億円）、都内総資本形成（22兆

904億円）、地方政府等最終消費支出（８兆4513億円）の順であった。〔図12、P.60～61〕 

図11 都内総⽣産（⽀出側、実質）の対前年度増加率・需要項⽬別寄与度 
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図12 都内総⽣産（⽀出側、実質）の需要項⽬別内訳 
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３ 全国との比較・主要国との国際比較 

（１）都内総生産の全国との比較

都内総生産（名目、令和４年度）120 兆 2199 億円を国内総生産（名目、令和４年度）と比較

すると、対全国比は 21.2％であり、前年度の 20.7％から増加した。〔図 13、P.66～67〕 

図 13 都内総⽣産（名⽬）の対全国⽐ 

（２）都内総生産の主要国との国際比較

都内総生産（名目、令和４年度）を、主要国の国内総生産（名目、令和４年）と比較すると、

8879 億ドルと、トルコ（9068 億ドル）に次ぐ規模であり、スイス（8184 億ドル）を上回って

いる。〔図 14、P.68～69〕 

図 14 都内総⽣産と主要国の国内総⽣産（名⽬） 

17,734.1

4,260.1

4,082.5

3,416.6

3,089.1

2,779.1

2,240.4

2,137.9

2,049.7

1,920.1

1,776.6

1,673.9

1,463.3

1,417.8

1,319.1 

1,009.4

906.8

887.9

818.4

0 2,000 4,000 6,000 8,000

アメリカ

中国

日本

ドイツ

インド

イギリス

フランス

ロシア

カナダ

イタリア

ブラジル

オーストラリア

韓国

メキシコ

スペイン

インドネシア

オランダ

トルコ

東京都

スイス

単位：10億ドル

東京都

25,439.7

26,00016,000

17,963.2

出典） 「2022 年度国民経済計算」（内閣府経済社会総合研究所）。「2022 年度国民経済計算」に掲載がない国は“OECD.Stat

（現 OECD Data Explorer）”（OECD）による。 

注１） 東京都は、日本銀行が公表する東京市場インターバンク直物中心相場の各月中平均値より計算（12 か月単純平均）

した為替レート（1 ドル＝135.40 円）を用いて換算している。 

注２） 令和４年（暦年）で比較。ただし、東京都は令和４年度（4/1～3/31）、オーストラリアは令和４年度（7/1～6/30）。 

- 18 -




